
ＪＲ東海労ニュース

６月23日付『東京新聞』は社説で、安全保

障関連法案の撤回・廃案を求めています。

６月４日の衆議院憲法審査会では、自民党

推薦の憲法学者を含め、３名全員が違憲と判

断しました。そして、６月22日の衆議院特別

委員会の参考人質疑では、歴代内閣法制局長

官のうち２名が違憲性を指摘しています。安

倍政権が目指している安保関連法案の成立は、

まさに、立憲主義を否定する行為です。

また社説は、安倍首相が反論の拠り所とし

ている「砂川事件判決」で、「裁判でも触れて

いない集団的自衛権の行使容認について、こ

の判決を論拠とするのは無理がある」と、大

きな矛盾点を指摘しています。

日本国憲法第99条は「天皇又は摂政及び国

務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、

この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ」と謳

っています。首相自ら憲法を遵守しない行為

は、国際社会で通用するとでも思っているの

でしょうか？

ＪＲ東海労は、安保関連法案の撤廃を求め

ます。

安保関連法案は撤回せよ！
『東京新聞』が訴える！

違憲の安保法制！
過ちを繰り返す危険性
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